
	フード連合2008春季生活闘争まとめ(案)


【まとめ(案)の要旨】
	○ 2007年度は、実質ＧＤＰ2％程度の成長、企業業績は6年連続増益の見込み。年明け以降、原油・原材料の高騰で食料品やガソリンなど生活関連商品の値上げで物価は前年度比0.4％上昇、家計への負担増大。賃上げによる内需拡大の必要性が社会的に注目され、08春闘への期待は高まる。
○ 連合は、ミニマム運動課題に｢パート労働者の処遇改善｣、｢時間外・休日労働の割増率の引き上げ｣を加えるとともに、基本スタンスに｢企業内最低賃金協定の取り組みを強化｣｢中小共闘、パート共闘等の強化による共闘体制の構築｣を明記、また、新たに｢割増共闘｣を立ち上げる。

○ フード連合は、｢統一要求課題｣をすべての組合が取り組むべき課題として明示し、5つの課題を設定。

○ フード連合は、187組合(全体の約65％)がベア・賃金改善を要求し、平均要求額は7,003円となる。妥結結果は、同一組合比で平均5,172円・1.79％と金額で48円、率で0.02ポイントのプラスとなる。特に中小組合(300人未満)は、同一組合比で平均4,186円・1.76％と金額で219円、率で0.09ポイントのプラスで、昨年以上に健闘。
○ 一時金の妥結結果は、全体で年間5.21ヶ月と昨年を0.08ヶ月上回る。

○ 時間外割増率の引き上げは83組合(昨年65組合)が取り組み、うち5組合が割増率の引き上げをはかるなど、9組合が一定の成果を上げる。

○ 最低賃金の協定化と水準の引き上げは、全体で30組合(昨年13組合)が要求。時給7円～20円の引き上げをはかるなど一定の成果を上げる。しかし、取り組みとしてはいまだ限定的で不十分な取り組みとなっている。

○ パートの組織化と処遇改善は、58組合(昨年は56組合)が取り組み、26組合が妥結。組織化方針の確認、社員への登用制度確立など、確実に組織化が進む。パートの時給についても29組合が取り組み、単純平均(8組合)で16.25円引上げる。
○ 今後の課題

・共闘効果を高めていくために、いかに｢統一要求課題｣をすべての組合が要求していくか、議論を深めていくことが重要。
・賃上げ(賃金改善)については、賃金改善の内容を検証し、「月例賃金」にこだわった取り組みが必要。

・時間外割増率の引き上げについては、労働界全体で取り組んだ意義は大きく、引続き粘り強く取り組んでいく。また、フード連合の重点課題｢総実労働時間の短縮と労働時間管理の徹底｣の取り組みと合わせて強化する。
・最低賃金の協定化と水準の引き上げ、パートの組織化と処遇改善については、取り組みへの理解と継続した取り組みが必要。

・春闘での波及効果や相乗効果を高めるために、単組の交渉経過や妥結結果の報告・開示の必要性について、組織内の議論を深めて意識を高めていくことが重要。各単組への支援体制の強化、業種別部会の共闘の強化といった観点を含め、業種別部会主導による情報収集をさらに推進していく。

・09春闘も｢ベア・賃金改善｣への流れを確かなものにしていくために、フード連合の結束力の強化と闘いの体制について、早い段階から検討し、効果的な取り組みなどの議論を深めていくことが必要。ヤマ場の体制づくりにあたって、とりわけ主要組合は、自らが相場の形成・波及に果たす役割の重大さを自覚し、統一回答指定日に回答を引き出せるように、取り組みを行なっていくことが重要。また、単組役員の世代交代が進むなかで、春闘の役割、あり方、交渉・戦術などについて、産別・業種別部会・単組で学習を深め、共闘の効果をさらに高めていくことが必要。


Ⅰ 2008春季生活闘争を取り巻く情勢
1．一般情勢挿入
　2007年度実質ＧＤＰは、若干の下方修正がされたものの、2003年度以来5年連続で2％程度の成長が見込まれていました。しかし私たち勤労者にはその実感は乏しく、賃金水準が低下するなかで、定率減税の廃止や年金保険料の引き上げ、さらには食料品やガソリンを中心とした生活関連商品の値上げなど、家計への負担は益々大きくなっていました。
　大企業を中心に6年連続の増益が見込まれるなかで、労働者への分配率は引き続き低下し、正社員の雇用情勢も改善が見られず、時間外労働が恒常化し、さらには増加する傾向が見られていました。
　こうした状況のなか、日本経団連は｢経営労働政策委員会報告｣(12月19日)で、「日本の安定成長にとって企業と家計を両輪とした内需主導の経済構造の実現が必要」としながらも、可処分所得の低下や深刻化する格差問題については言及せず、規制改革の必要性、国際競争力の強化、総額人件費の抑制に終始しました。
　連合は、格差社会からの脱却をめざし、賃金の底上げと格差是正に結びつく賃金改善、非正規労働者の処遇改善や正社員化、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間の短縮、割増率の引き上げ等に取り組むことを｢2008春季生活闘争方針｣として決定し、労働分配率の反転攻勢をめざし総力を挙げて闘争を推進してきました。

　年明け以降、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な景気の先行き不透明感から、株安、円高(対ドル)が続き、さらに原油高、原材料高が企業経営を圧迫するとともに、消費者物価を上昇させました(2007年度消費者物価は前年度比0.4％上昇)。
　こうしたなかで、内需型経済への転換の必要性が叫ばれ、賃金改善を通じた消費拡大の取り組みは社会的にも注目を集めました。ヤマ場の前には福田首相も日本経団連に対し異例ともいえる賃金改善の要請を行うなど、賃上げへの期待は高まりました。しかし、日本経団連は｢余力のあるところは賃上げに配慮すべき｣としたものの、一方で｢業績による｣として全体の賃上げには否定的な見解を示すにとどまりました。

2．連合の取り組み

　連合は、｢非正規も正規も働く仲間　賃金改善・働き方改革でワーク・ライフ・バランスを｣のスローガンを掲げ、2008春闘方針で、｢春季生活闘争の役割は社会的な分配のあり方に労働組合として積極的に関与し、内需拡大などマクロ経済への影響力を発揮することにあり、マクロ的には労働側に実質1％以上の配分の実現をめざし、経済成長にみあった配分の追求を通して、非正規労働者を含むすべての勤労者への適正な成果配分の実現をめざす｣という基本的な考え方を示しました。
　また、すべての組合が取り組む課題(08年ミニマム運動課題)に｢パート労働者の処遇改善｣、｢時間外・休日労働の割増率の引き上げ｣を新たに加えるとともに、基本スタンスのなかに｢企業内最低賃金協定の取り組みを強化｣｢中小共闘、パート共闘等の強化による共闘体制の構築｣を明記し、新たに｢割増共闘(16産別参加)｣を立ち上げました。
	08年ミニマム運動課題
	
	07年ミニマム運動課題

	(1) 賃金カーブ維持分を確保したうえで賃金改善に取り組む
	
	(1)｢賃金カーブ維持分｣と｢物価上昇分｣を確保したうえで、賃金改善に取り組む

	(2) パート労働者なども含めて全従業員を対象に、賃金をはじめとする処遇改善に取り組む
	
	(2)規模間格差の是正や男女間等の均等待遇の実現に取り組む

	(3) 連合リビングウェイジの水準をふまえ企業内最賃協定を締結する
	
	(3)全従業員対象の企業内最低賃金を協定化する

	(4) 長過ぎる労働時間を是正するため総実労働時間の短縮に取り組む
	
	(4)長時間労働の削減に向けて、労働時間管理の協定化と36協定の総点検運動を行うとともに、割増率が法定割増率と同水準の組合はその引き上げをはかる

	(5) 時間外・休日労働の割増率の引き上げに取り組む
	
	


　この連合方針を踏まえ、主要産別は｢賃金改善｣を中心とする賃上げ闘争を展開しました。自動車総連は、6年ぶりに1,000円以上の要求基準を示し、昨年と同程度の賃金改善を獲得しました。電機連合は昨年からの職種別設定賃金について、それぞれの水準改善額として2,000円以上の引き上げを統一要求に掲げ、12組合が1,000円程度の賃金改善(賃金水準改善と是正分等)を獲得しました。ＪＡＭは賃金構造分に加えて賃金改善分2,500円以上または7,000円以上を要求し、主要な組合で昨年獲得実績の1,000円以上のベアを獲得し、全体でも昨年以上のベアを獲得しています。ＵＩゼンセン同盟は賃金体系維持原資に加えて平均1％または2,500円を基準とする要求をし、一定の賃金改善を獲得しています。
	連合妥結状況(第8回集計)

	
	08年回答
(昨年同一組合)
	昨年対比

(昨年同一組合)

	平均方式
	5,523円

(5,624円
	1.88％

1.91％)
	－ 20円

(＋149円
	＋0.01％

＋0.04％)

	個A35歳
	1,380円

(  653円
	0.47％

0.19％)
	＋460円

(＋189円
	＋0.15％

＋0.05％)

	個B35歳
	5,988円

(5,536円
	2.22％

2.00％)
	－667円

(＋385円
	－0.25％

＋0.14％)

	(08年回答 7月2日集計、昨年 7月4日集計)


　連合の妥結状況は、「表」のとおりです。
　また、2年目の取り組みとなった｢有志共闘(座長:フード連合渡邉会長)｣は8産別(07春闘では6産別)の共闘となり、3月14日までに妥結した44単組の単純平均で昨年を142円上回る1,182円を獲得し、｢中小共闘｣等の後続グループの闘いに一定の役割を果たしました。

　連合の中間まとめ(5月27日)では、｢交渉環境が激変するなかで概ね昨年と同額もしくは昨年を上回る結果を引き出すことができたのは、最大のヤマ場で飛躍的に多くの回答を引き出した産別や新たな共闘の努力の結果であり、社会的相場形成に一定の役割を果たした。また、3年連続賃金改善を行い、その流れを定着させたことは、今後の運動につながるものといえる。しかし、今次闘争においてめざした社会的分配を是正する観点から見れば、労働分配率の反転や分配の歪みの是正、可処分所得の増大までの成果を引き出したとは受け止められず、不十分な結果と言わざるを得ない。｣としています。

　また、15年ぶりの取り組みとなった連合の｢割増共闘(16産別)｣では、970組合(6月4日時点)が要求し、60組合(6月4日時点)で一定の成果をあげています。これから統一要求交渉を行う産別も含めて多くの産別・単組で、何らかの成果を引き出すことをめざして、継続交渉となっています。

Ⅱ フード連合の取り組み

1．2008春季生活闘争方針
　「第6回定期大会」で確認された｢2007春季生活闘争のまとめ｣を基本に、連合の春闘方針策定の動き、経済指標などの情勢認識や各単組・業種別部会の状況等を踏まえ、フード連合の加盟組合が結集できる要求等について労働政策委員会を中心に検討を進め、｢フード連合2008春季生活闘争方針｣を決定しました(第6回中央委員会：1月28日)。
　またこの間、共闘を意識した｢統一要求課題｣の取り組みを08春闘でさらに前進させるために、その設定と闘争体制をどのように構築していくかなどについて、討論集会(11月29～30日)や各業種別部会、さらに各地区協での集会・学習会などを通じて議論し、共闘の意識を高めてきました。

　具体的な方針の特徴は次のとおりです。

① ｢統一要求課題｣について、すべての組合が取り組むべき課題としての位置づけを明示した。
② 賃金引き上げについては、賃金カーブ維持分を確保したうえで1％を目安に賃金改善を行うとし、引き上げ額の目標を、定昇制度などの賃金制度が確立している組合と確立していない中小組合とに分けて設定した。
③ 最低賃金の協定化について、｢協定化｣に向けた段階的な取り組みは掲げず、企業内最低賃金引き上げの実効性を高めるために、全従業員または組合員のみを対象とする｢到達目標基準(連合リビングウェイジを基本とする)｣を設定し、協定化(労使確認)と水準の引き上げに取り組むことにした。
④ 総実労働時間の短縮や65歳までの雇用の確保などの課題は、｢フード連合の重点課題の取り組み｣として｢その他の課題｣に掲げた。
	＜フード連合統一要求課題＞

	(1) 賃金改善による賃金の引き上げ

(2) 一時金の安定確保

(3) 時間外・休日労働の割増率の引き上げ

(4) 最低賃金の協定化と水準の引き上げ

(5) パート等の組織化と処遇改善


2．2008春季生活闘争の結果と評価
(1) 統一要求課題の取り組み状況(6月30日最終集計)
　統一要求課題の取り組みは、以下のような結果となりました。賃金改善に取り組んだ組合は、273組合(昨年261組合)で昨年より若干多く、取り組めなかった組合は昨年より少なくなっています。一時金の取り組みは217組合(昨年200組合)となっています。
時間外割増率は83組合(昨年65組合)で昨年より多く、全体で1／3の組合が取り組み
	
	統一要求課題の

取り組み状況

(組合数)

	
	賃金の引き上げ

賃金改善による
	一時金の安定確保
	割増率の引き上げ

時間外･休日労働の
	と引き上げ

最低賃金の協定化
	と処遇改善

パート等の組織化

	取り組む

(労使確認含む)
	08春闘
	273
	217
	83
	30
	58

	
	07春闘
	261
	200
	65
	78
	56

	取り組まない

取り組めない
	08春闘
	14
	3
	91
	118
	92

	
	07春闘
	21
	17
	89
	127
	91

	合計(報告)
	08春闘
	287
	220
	174
	148
	150

	
	07春闘
	282
	217
	154
	140
	147

	妥　結
	08春闘
	239
	161
	55
	26
	26

	
	07春闘
	237
	152
	46
	8
	31


ました。最低賃金の協定化を要求した組合は全体で30組合(昨年78組合で段階的な取り組みの賃金表などがあり要求してない組合も含む)、うち、企業内最低賃金要求は26組合、年齢別最低賃金要求は12組合が取り組み、一部前進した組合がありましたが、全体としては不十分な取り組みとなっています。パート等の組織化と処遇改善については、全体で58組合(昨年56組合)と昨年と同程度の取り組みとなっています。うち、組織化は23組合、時間給は29組合、その他の改善は24組合が取り組み、着実に成果をあげています。
(2) 賃金改善による賃金の引き上げ
　平均賃上げ要求で取り組んだ組合は265組合(昨年254組合)で、要求額は7,003円(昨年7,018円)、主要7,187円(昨年7,334円)、中小6,389円(昨年6,131円)となりました。
	08春闘 賃上げの要求（平均賃上げ方式）

	
	08年要求
	昨年対比

	フード全体
	7,003円
	2.53％
	－ 15円
	＋0.01％

	フード300人以上
	7,187円
	2.49％
	－147円
	－0.02％

	フード300人未満
	6,389円
	2.69％
	＋260円
	＋0.14％

	連合全体
	7,038円
	2.47％
	＋460円
	＋0.15％

	(連合7月2日集計)


　要求額8,500円基準(8,000～9,000円)または7,000円から比較するとフード連合方針の基準以下の要求となっていますが、賃金改善分1％を基本に要求をしている組合も多く、単組の平均基本賃金ベースが違うことなどを考慮すれば、ほぼ要求基準内で要求を行なったと判断できます。また、8,500円基準または3％で要求した組合は72組合、7,000円または3％で要求した組合は76組合、基準には満たないが賃金改善要求をした組合は39組合となっており、全体で賃金改善要求をした組合は187組合と昨年より多く、約65％の組合が賃金改善を要求しました。
　妥結結果は、平均方式で5,144円(昨年5,149円)、単純比較では－5円、同一組合比では、5,124円(昨年5,226円)で＋48円となりました。主要組合では同一組合比で＋10円、中小組合は＋219円と中小組合が昨年以上に健闘しました。このことは、食品産業の厳しい環境のなかで、先行組合の交渉・妥結結果が賃金改善の流れを作り、後続組合に波及して、単組自らの粘り強い交渉が結果につながったと思われます。
　賃金制度があり、定昇相当分が分かっている140組合で、賃金改善を獲得した組合は
	08春闘 賃上げの妥結（平均賃上げ方式）

	
	08年妥結

(昨年同一組合)
	昨年対比

(昨年同一組合)

	フード全体
	5,144円

(5,172円
	1.78％

1.79％)
	－  5円

(＋48円
	＋0.00％

＋0.02％)

	フード  300人以上
	5,367円

(5,367円
	1.79％

1.79％)
	－ 60円

(＋10円
	－0.01％

＋0.01％)

	フード  300人未満
	4,075円

(4,186円
	1.71％

1.76％)
	＋ 72円

(＋219円
	＋0.04％

＋0.09％)

	フード1,000人以上
	5,503円

(5,503円
	1.77％

1.77％)
	－ 73円

(＋6円
	－0.01％

＋0.00％)

	フード  999～300人
	5,072円

(5,072円
	1.84％

1.84％)
	－  2円

(＋20円
	－0.02％

＋0.01％)

	フード  299～100人
	4,286円

(4,483円
	1.77％

1.85％)
	－ 81円

(＋218円
	－0.03％

＋0.08％)

	フード   99人以下
	3,632円

(3,586円
	1.57％

1.55％)
	＋319円

(＋202円
	＋0.15％

＋0.08％)

	連合全体
	5,523円

(5,624円
	1.88％

1.91％)
	－ 20円

(＋149円
	＋0.01％

＋0.04％)

	経団連・大手製造業
	6,194円
	1.94％
	＋ 96円
	＋0.06％

	経団連・中小製造業
	4,658円
	1.78％
	＋120円
	＋0.02％

	(連合7月2日，経団連6月25日集計)


62組合(昨年41組合)で昨年より21組合増えました。
　賃金改善を獲得した組合では、ほぼ全員を対象としたベアから、単組内の賃金カーブの是正や初任給の引き上げに伴った若年層の賃金改善、中高年の賃金水準の硬直化の賃金改善、基準内手当などの賃金原資を賃金改善に回すなど、それぞれの単組が工夫して何らかの賃金改善を獲得しました。また、昨年に引続き今春闘でも要求・交渉をしたことで、賃金改善を勝ち取った組合が増えています。一部の組合で、経営側はベアや賃金改善には応えられないとしながらも、成果や業績の配分は一時金で応えるとし、特別一時金で上積みをはかった組合もありました。
	
	妥結の状況

	
	08春闘
	07春闘

	
	組合数
	％
	組合数
	％

	ベア・賃金改善を確保
	62
	44.3
	41
	32.0

	定昇(相当分)のみ確保
	75
	53.6
	85
	66.4

	定昇(相当分)確保できず
	3
	2.1
	2
	1.6

	賃上げなし
	0
	0.0
	0
	0.0

	計
	140
	100
	126
	100


　一方で、原材料の急激な高騰
や中国ギョウザ問題、食料品の価格値上げによる影響などの先行き不透明感や経営環境の悪化を理由として、厳しい結果となった組合も多くあり、業種間、規模間、単組間で交渉結果にバラツキがありました。また、業績の悪化などで春闘に取り組めなかった組合は昨年より少なく14組合(昨年21組合)となっています。

	08春闘 年間一時金(夏冬)の要求と妥結

	
	年間月数


	昨年対比

(昨年同一組合)

	要求
	5.40ヶ月
	＋0.10ヶ月

	妥結(全体)
	5.21ヶ月

	＋0.08ヶ月
(＋0.01ヶ月)

	 〃 (300人以上)
	5.31ヶ月

	＋0.09ヶ月
(0.00ヶ月)

	 〃 (300人未満)
	4.54ヶ月

	＋0.03ヶ月
(＋0.07ヶ月)


(3) 一時金の安定確保
　一時金の結果は、年間夏・冬型125組合の要求の平均は5.40ヶ月(昨年117組合平均5.30ヶ月)、妥結結果は96組合の平均5.21ヶ月(昨年99組合5.13ヶ月)と昨年より0.08ヶ月上回りました。同一組合比では、96組合の平均5.21ヶ月で＋0.01ヶ月となっています。また、年間で最低月数4ヶ月以上を獲得した組合は78組合で、80％以上となっています。
	
	妥結の状況

(金額比較)

	
	08春闘
	07春闘

	
	組合数
	％
	組合数
	％

	昨年実績以上
	49
	66.2
	46
	60.5

	昨年実績を下回る
	25
	33.8
	30
	39.5

	計
	74
	100
	76
	100


　単純に金額で比較した場合では、74組合中、昨年実績またはそれ以上だった組合は49組合で、下回った組合は25組合と昨年実績を上回った組合が65％以上となっています。食品産業のおかれている厳しい経営状況などで、業種間・企業間の業績が反映された結果となりました。
　また、業績連動制を導入している組合は、31組合(昨年29組合)と昨年とほぼ同じですが、今春闘で業績連動制の提案を受けた組合もありました。
	取り組みの状況(組合数)

	
	要求
	妥結
	改善

	取り組み全体
	08春闘
	83
	55
	9

	
	07春闘
	65
	46
	10

	・時間外
	08春闘
	62
	40
	5

	
	07春闘
	46
	30
	2

	・休日労働
	08春闘
	23
	12
	1

	
	07春闘
	16
	12
	0

	・一定時間超など
	08春闘
	30
	25
	4

	
	07春闘
	24
	21
	10


(4) 時間外・休日労働の割増率の引き上げ
　時間外・休日労働の割増率の引き上げは、全体で83組合(昨年65組合)が取り組みました。うち5組合が時間外の割増率を引き上げ、1組合が休日労働の割増率を引き上げ、4組合が一定時間を超えた時間外の割増率の引き上げをはかるなど、9組合で一定の成果がありました。
　単組の交渉で経営側は、①割増率の引き上げが必ずしも長時間労働の削減に結びつかない、②コスト増となる割増率の引き上げには到底応じられない、③法改正の動向を見てから対応したい、とした姿勢を一様に示していました。
こうした姿勢に対し、国際的にも低い水準にある割増率の引き上げの必要性や、過労死にもつながる一定以上の時間外へのペナルティー化などを主張して、粘り強い交渉で成果に結びつけたことは、継続協議とした組合も含めて、これからの運動の広がりにつながります。
　なお、2007年労働時間調査では、通常時間外割増の平均は176組合で27.2％、うち106組合が法定割増率(25％)にとどまっています。休日割増率の平均は174組合で35.8％、うち161組合が法定休日割増率(35％)となっています。
(5) 最低賃金の協定化と水準の引き上げ
　最低賃金は、これまでの段階的な取り組みから一歩進めて、今次春闘から食品労働者の賃金の底上げに結びつけるために、協定化を通じた水準の引き上げを重視して取り組みました。また、対象者も全従業員対象と組合員のみを対象にした要求に分け、調査の集約方法も変更しました。その結果、全体で昨年より17組合多い30単組が要求をしました。企業内最賃の協定化と引き上げ要求をした組合は26組合(昨年12組合)、年齢別最賃は12組合(昨年6組合)が要求し、そのうち企業内最賃26組合(昨年7組合)、年齢別最賃9組合(昨年4組合)が妥結し、時間給7円～20円の引き上げをはかるなど一定の成果をあげました。
	取り組みの状況(組合数)

	
	要求
	妥結

	取り組み全体
	08春闘
	30
	26

	
	07春闘
	13
	8

	・企業内最賃
	08春闘
	26 (15/21)
	23 (11/17)

	
	07春闘
	12 (00/00)
	7 (00/00)

	・年齢別最賃
	08春闘
	12 ( 0/12)
	9 ( 0/ 9)

	
	07春闘
	6 (00/00)
	4 (00/00)

	(　)内は全従業員を対象/組合員のみを対象の数


　要求した多くの組合は現状水準、もしくは協定化までには進展しなかったものの、昨年に比べて要求した組合が17組合も増えたことは、最賃協定の取り組みが着実に前進してきていると言えます。全従業員を対象とした基準に加えて、組合員のみの基準を示したことも要求組合が増えた要因と考えます。しかし、取り組んだ単組は30組合と少なく、統一要求課題の取り組みとしては不十分な結果となっています。
	取り組みの状況(組合数)

	
	要求
	妥結

	取り組み全体
	08春闘
	58
	26

	
	07春闘
	51
	23

	・組織化
	08春闘
	23
	3

	
	07春闘
	15
	2

	・時間給の改善
	08春闘
	29
	21

	
	07春闘
	30
	16

	・処遇改善
	08春闘
	24
	11

	
	07春闘
	7
	10


(6)　パート等の組織化と処遇改善

　パート等の組織化と処遇改善の取り組み結果は「右表」のとおりです。

　取り組んだ組合は58組合(昨年56組合)で、26組合(昨年31組合)が妥結し、組織化方針の確認、社員への登用制度を確立するなど、主要組合を中心に組織化が着実に進んでいます。

　時間給の引き上げについては、29組合が取り組み、成果をあげた8組合の単純平均で16.25円と07年の地域別最低賃金の引上げ額全国平均14円を上回る時間給の引き上げを獲得しました。処遇改善については、24組合が取り組み、準社員の半日休暇の回数を社員と同等にするなど一定の成果をあげました。
　今次春闘では、パート労働法の改正を受けて、連合の｢パート共闘｣の取り組みなど、パートの問題が社会的にも注目され、関心は高まっていましたが、フード連合全体では20％程度の取り組みにとどまっています。
3．闘争体制の確立と闘いの経過
(1) ヤマ場の取り組みと体制
　連合は、｢2008春季生活闘争・闘争開始宣言2.1中央集会｣を開催(2月1日)し、｢マクロの分配の歪みを是正し、成果配分の実現と底上げをはかるため、積極的な賃金改善を勝ち取るなどの｢春闘開始宣言｣を採択し、労働組合の存在意義を強く認識し合い、社会に大きなインパクトを与える春季生活闘争にしていこう｣と呼びかけました。また、昨年を上回る賃金改善を獲得するため、3月12～14日を最大のヤマ場とするなかで、産別は交渉の主体である単組の交渉が有利に行なわれるよう、それぞれの産別実態にあった支援を行なうことにしました。

　フード連合は、｢第6回中央委員会｣で各単組の相互理解のもとに共闘体制を確立して、統一回答指定日を、中小組合も含め3月12日(水)とし、その日をヤマ場として集中決着がはかられるように全力を尽くすことにしました。なお、回答指定日での決着が困難な組合についても、3月第3週～第4週の集中回答ゾーンでの決着をめざし、3月内に決着できる態勢を作ることを確認しました。また、共闘体制を強化していくために、春闘関連グッズ(ポスター、三角柱交渉メモ、共闘シール、共闘ティシュ)を作成し総がかり態勢で臨みました。

　渡邉会長は｢景気回復に実感がない。個別企業の短期的な利益追求の結果が招いたあらゆる格差、これは社会的に不幸な事態である。日本の労働者、労働組合はいつから従順で怒りを忘れた存在になってしまったのか。これ以上、企業の論理に取り込まれたままでは、健全な労使関係の発展も期待できない。労働組合自身が職場の組合員や国民全体から見捨てられた存在になってしまう。08春闘は迷うことはない。堂々と自信を持って要求し、食品産業に働く者として、自らが内需を拡大させ、実質生活の確保をはかる。そのためにいかに交渉し闘うかだ。大手組合は自らに課せられた責任の重さと重要性を認識してほしい｣と加盟組合を鼓舞しました。
　｢第1回中央闘争委員会｣以降、各単組の要求決定を踏まえ、2月末遅くとも3月3日(月)までに要求提出を行い、要求実現に向けて速やかに団体交渉を開始しました。特に賃金改善については、原油高や原材料の高騰、さらに食品関連の値上げへの影響などを背景に、経営側は昨年以上に賃上げに対する抑制攻撃を強めてくることが予想されました。こうしたなかで、フード連合本部としても、各組合の交渉を側面から支援するため、原材料価格の高騰を食品価格に適切に転嫁できるよう、流通関係の産別や流通業界団体に対して要請活動を行ないました。また、主要組合(｢先行組合共闘会議｣含む)に向けて、企業に対して、ヤマ場までの前段交渉で、今次春闘に課せられた労使の課題の実現や企業の社会的責任を果たすために｢交渉促進申し入れ文書｣を提出して、経営側の誠意ある回答の引き出しを求めました。

　また、連合の｢有志共闘｣にフード連合として参加登録するとともに、主要組合を中心とした事前要求調査の結果を踏まえて、｢先行組合共闘会議(2月21日、3月7日)｣を開催し、個別労使の交渉を孤立させないための共闘態勢を整え、賃金引き上げの成果が最大限発揮できるよう情報交換を行ないました。なお、｢先行組合共闘会議｣への参加対象要件は、①フード連合の要求基準にそったものであること、②ヤマ場の回答指定日(3月12日～14日)に回答を引き出せること、③妥結結果を開示できることを前提として招集しました。連合の｢有志共闘｣への報告については、ヤマ場(3月12日～14日)の妥結結果を総合的に判断して報告し、相場波及に努めました。また、ヤマ場以降の共闘態勢も引き続き強化していくことを確認しました。

　「第2回中央闘争委員会」(3月7日)では、フード連合としての①ヤマ場に向けた考え方、②ヤマ場の闘争体制、③4月段階の未解決組合に対する支援・フォロー体制の強化などについて確認しました。

　主な確認事項は以下のとおりです。(第2回中央闘争委員会)
	○ 3月内決着に向けた回答引き出しの準備状況は、48組合が第1のヤマ場(3月12～14日)での引き出しを設定している。
　今後も早期決着に向け相乗効果が発揮できるよう、未報告組合への要求・回答引き出しに向けた態勢づくりが必要である。

○ ヤマ場を前にした交渉で経営側は、内需主導の経済構造の実現が必要とし、さらに支払い能力のある企業は労働側に分配を厚くするのは当然との見解を示しているものの、生活必需品を中心に物価が上昇し家計が疲弊していることについては目を向けず、人件費の抑制に終始している。交渉は、一層厳しさを増しているが、消費を拡大し、内需中心の安定成長へ移行させるためには、積極的に賃金改善を行うことが必要である。

○ ヤマ場に向けた考え方

(1) 賃金改善については、昨年を下回る環境にない状況をふまえ、昨年実績以上の賃金改善の獲得に向けて積極的な上積みをはかる。(昨年ヤマ場最終の3月16日時点でベア獲得15組合の平均は961円)
(2)また、最低でも賃金カーブ維持分を確保したうえで、実質の生活維持分(過年度物価上昇分07年度0.2％見込み)を確保し、要求獲得に向けて全力をあげる。

(3) 中小組合など賃金制度が未整備な組合は、前年実績を獲得し、さらに格差是正分や賃金改善などの上乗せをはかる。また、これ以上の格差を拡大させないために、先行組合の賃上げ結果を目標にその獲得に全力をあげる。

(4) 賃金改善以外の統一要求課題である、｢割増率の引き上げ｣、｢最低賃金の協定化｣、｢パートの組織化と処遇改善｣について、本格的な賃金改善交渉に入る前に、一定の収拾の方向性を引き出せるように引き続き交渉の前倒しをはかる。
　特に、割増率の引き上げについては、継続交渉を含めゼロ回答で終わることなく、長時間労働是正につながる何らかの具体的回答の引き出しをめざし、要求の趣旨を踏まえて最大限の交渉を展開する。

○ ヤマ場の闘争体制

(1) フード連合は、加盟組合への適切な指導が行なえるよう、連合諸会議(3/10・第2回拡大戦術委員会など)におけるヤマ場の直前状況およびフード連合各組合の回答状況などの情報について、迅速に伝達ができるよう連絡体制をとり、フード連合全体として相乗効果を高めるために力を注ぐ。
　業種別部会は、部会ごとに最低でも獲得する引き上げ基準などを設定するとともに、相互の交渉状況など、部会単組間の連絡を密にして賃上げの相場波及に努める。とりわけ主要組合は、今春闘のもつ意義や大手労働組合の社会的責任を自覚し、その影響力と相場形成の役割を果たすように最大限努める。

(2) 各単組は、あらゆる状況を想定して有効な戦術が速やかに取れるように、①職場集会の開催とヤマ場での職場待機態勢の確立、②スト権の確立、③三六協定の締結拒否と通告、④労働委員会の活用など闘争態勢の点検・整備等必要な準備を行なう。

(3) 中小組合も含めた統一回答指定日3月12日を最大のヤマ場として、集中決着がはかられるよう交渉の集中化をはかり、粘り強い交渉を進めて行く。

○ 4月段階の未解決組合に対する支援・フォロー体制の強化

　フード連合は、3月内決着を基本に取り組みを強めるが、4月決着を設定している組合や4月段階に決着がズレ込む組合に対する支援・フォロー体制について、中小共闘センターおよび業種別部会で早期決着がはかられるよう、情報連絡や個別相談への対応などの指導を強めていく。


　以上の内容について確認し、ヤマ場の集約と情報化については、3月17日時点で｢2008春闘集中回答指定日を終えて｣の事務局長談話、4月2日時点で｢2008春季生活闘争4月段階のたたかいに向けて｣を発信しました。

　フード連合の4月段階の闘いについては、これまでの妥結結果や連合中小労働委員会で示された妥結基準を踏まえ、｢昨年妥結実績に500円以上の上積み、または5,500円以上の獲得をめざす｣とした妥結基準を設定し、昨年を上回る賃金改善の獲得に向けて取り組みの強化をはかってきました。

(2) 4月末段階までの取り組み
　フード連合は、「第3回中央闘争委員会」(4月21日)で、4月末段階までのたたかいに対する評価と未解決組合に対する対応と、妥結ミニマム基準について以下のとおり確認し、2008春闘中央闘争委員会を閉じることにしました。
	2008年4月21日

2008春季生活闘争／第3回中央闘争委員会確認事項(最終)
1．これまでのたたかいに対する評価

(1) 連合は、4月10日に第4回賃金改定集計を発表した。平均方式で5,872円、1.96％(昨年比＋25円、＋0.03％)となっている。妥結した同一組合比では、平均方式で、5,955円、1.99％となっており、額で＋183円、率で＋0.06上回っている。また、個別35歳A方式では引き上げ額＋810円となっており、額で＋299円、率で＋0.10％昨年を上回っている。
　連合｢中小共闘｣の第3回集計結果(4月10日)では、妥結した同一組合の単純平均は4,870円、1.94％となっており、昨年との同一組合比較で＋220円、＋0.10％上回っている。業種別ごとの昨年との同一組合比較では、製造業が＋190円、商業流通が＋505円、交通運輸が＋95円、その他で＋393円上回っている。また、目安として示した｢賃金カーブ確保相当分(4,500円)以上｣で妥結した組合は55.9％となっており、昨年同時期の55.1％を0.8％上回っている。
　妥結水準は、2004春季生活闘争での｢中小共闘｣発足以降、最も高いレベルにあり、中小共闘のたたかいは確実に前進していると連合は評価している。

(2) フード連合の4月17日集計の回答状況は、収拾組合が123組合(昨年84組合：4月16日)、平均方式で5,220円、1.80％となっている。昨年の同一組合比(加重平均)では5,230円、1.80％(昨年5,183円、1.78％)と額で＋47円、率で＋0.02％と上回っている。また、300人未満では、4,480円、1.85％(昨年は4,105円、1.68％)と額で＋259円、率で＋0.11％上回っており中小組合が健闘している。ベア・賃金改善を獲得した組合は、50組合(昨年20組合)と昨年同時期に比べて30組合多く、単純平均で841円、加重平均で701円と700円以上のベア・賃金改善を獲得している。
　賃金以外の取り組みについては、時間外割増率の引き上げは、75組合が要求して3組合が2～5％の引き上げをはかり、2組合で一定の時間外を超えた時間外割増率の引き上げをはかっている。企業内最低賃金の協定化については29組合が取り組み、12組合が収拾してうち6組合が月額、時給の引き上げをはかった。パートの処遇改善は、46組合がとりくみ、組織化で3組合、時給改善をした組合が7組合、福利厚生で5組合が一定の成果をあげている。

(3) 3月内で決着した組合は67組合(昨年同時期69組合)で妥結が遅れていたが、4月の現段階(4月17日)では123組合と昨年より妥結した単組が増えている。単組の労使交渉では、要求段階で社会的な環境が大きく変化し、米国経済の減退による円高と株安、原油高・原材料高による製品の値上げの影響など先行きの不透明感、さらには中国冷凍ギョウザ問題や業績悪化を理由に、経営側はマクロ的には賃金改善は必要と認めながらも一転して慎重な姿勢をとり、昨年以上に経営側が結束を強めて厳しい交渉となった。
　こうしたなかで、生活関連の値上げによる家計への負担増や内需拡大の必要性など、月例賃金の改善にこだわった粘り強い交渉を展開し、さらに昨年から継続して賃金改善を粘り強く交渉した組合で、ベア・賃金改善を勝ち取った組合が大幅に増えたことは評価できる。また、昨年以上に業種別部会の共闘体制が浸透し、情報の集約や共有化を早めに行なうなどの業種別部会も増えて、従来よりも早めに妥結する組合の増加につながった。このような業種別部会の取り組みが中小組合の解決促進と健闘につながった。

2．未解決組合への対応

(1) フード連合の今後のたたかいについては、これまでの収拾結果や連合中小労働委員会で示された｢ミニマム妥結基準｣をふまえ、次のとおりフード連合の｢ミニマム妥結基準｣の目安を示す。

① 中小組合の賃金カーブ確保相当分の4,500円以上、賃金カーブ確保相当分が把握できる組合はその額に300円以上、または昨年の妥結実績に300円以上の上積みをめざす。

② 賃金引き上げ以外の要求課題についても、何らかの成果を獲得し、納得する結果が得られるまで、あきらめることなく全力を尽くす。

(2)未解決組合の多くは、賃金制度が未整備な組合、経営状況が厳しい組合であり、また単組の交渉力にも限界があるなど、厳しい環境にある。従って、個別単組のおかれている状況を踏まえ、引き続き中小共闘センターからの情報発信とともに、本部・業種別部会・地域ブロックと連携を強めながら精力的な交渉支援など、解決促進に努めることとする。

3．｢2008春季生活闘争のまとめ(案)｣検討にあたっての今後の取り組みについて

　別紙2008春季生活闘争まとめ項目を基本に、労働政策委員会で｢2008春季生活闘争まとめ(案)｣を検討し、第8回中央執行委員会(6月20日)で｢2008春季生活闘争のまとめ(案)｣を確定する。


(3) 中小労組の取り組み

　フード連合では、300人未満の中小労組の多くで相対的に賃金水準が低位にある実態を踏まえ、中小労組の春闘交渉への支援を目的に｢中小共闘センター｣を設置し、情報発信(中小共闘センターＭｅｍｏ)、目標の提示、相談活動等を行ないました。また、春闘要求立案時期には、全地域ブロックで中小労組会議を開催し、要求内容や交渉手法について検討を行い、交渉力の強化をはかりました。交渉が難航する労組に対しては、地域ブロック局長や地区協議会による個別オルグを実施し、春闘交渉に向けた支援を行ないました。

　以上のような取り組みと、単組の粘り強い交渉で、300人未満の中小労組の賃上げは、昨年同一組合比＋219円(＋0.09%)の4,186円と健闘しました。中小企業の経営環境は依然として厳しいものがありますが、多くの労組が日常の仕事への努力と物価上昇や所得税特別減税の廃止、社会保険料の引き上げなどの可処分所得を直撃する家計の状況を積極的に訴え、見劣りする年齢層や職群に厚く配分するといった賃金改善の要求が、この結果につながったと考えられます。しかし、現在の妥結結果はフード連合の中小労組の賃金実態から推計した賃金カーブ維持分(4,749円)以上の引き上げには至らず、依然賃金水準は低下傾向にある課題は解消されていません。

　また、3月内決着以降の取り組みとして、中小組合に対して｢2008春季労使交渉にあたっての申し入れ｣文書を発信して早期解決に向けた取り組みを行いましたが、妥結時期は昨年より遅れ気味でした。遅れの要因は、昨年以上の賃上げを求めた各単組の粘り強い交渉が妥結時期を遅らせたことや、会社側の賃上げへの警戒感などが反映したと見られます。

　今春闘では、生活改善、格差是正、さらには｢同一価値労働・同一賃金｣を考え方の基礎に要求・交渉を続けてきました。業種別部会や地域ブロックでも水準の引き上げが多く議論され、今後の労働条件向上に向けた共闘目標の設定へ前進がはかられたと認識しています。
Ⅲ 今後の課題

1．統一要求課題について

　連合方針を踏まえながら、フード連合としては08春闘における｢統一要求課題｣はすべての組合が取り組むべき課題として、その位置づけを明確にしました。
　共闘効果を高めていくためには、多くの単組が統一課題に結集することが必要です。賃金・一時金以外の取り組みで、割増率については昨年以上に着実に前進した取り組みとなっていますが、最賃の協定化とパートの処遇改善については、不十分な取り組みとなっています。

　今後、共闘としての実効性を高めていくためには、まずは単組が共闘への理解を深め、春闘では労働組合が要求することからはじまるといった、極めて当たり前のことを共通の認識とし、労働組合の役割と責任について自覚していくことが大切です。そのためにも、業種別部会や地域・地場での集会や学習会、さらに討論集会を通じて、いかに｢統一要求課題｣をすべての組合が要求していくか、議論を深めていくことが重要です。また、要求できなかった組合について、なぜ取り組めなかったのか単組の実情を調査することも必要です。
(1) 賃金改善による賃金の引き上げ
　08春闘は労働組合の役割と大手の責任が問われた取り組みとなりましたが、多くの単組がベア・賃金改善要求をし、厳しい環境の変化のなかで賃金改善を獲得した組合が増えたことは、これまで数年間の｢ベアゼロ春闘｣から、｢賃金改善春闘｣へと転換できつつあることを示しています。
　2009春季生活闘争の環境は、景気は踊り場あるいは下降局面と想定され、生活必需品を中心に物価上昇が鮮明になり、私たち労働者の生活は、さらに圧迫されるもとでの春闘が予想されます。春闘のあり方をめぐって、これまでどおり連合は①マクロの基準の提示と調整役に徹するべきであるという考えと、②ベアを含めた賃金改善分を明確に示すことで、産別方針につながる提起をすべきであるという2つの考え方で論議されています。フード連合は、具体的な要求に向けた論点として、マクロ経済における所得の配分の考え方を基本としながら4つの観点(①実質賃金の確保(物価上昇含む)、②国民経済の成長性、③賃金の社会性、④食品産業・企業業績の成果の反映)などを総合的に勘案して要求目標を示していきます。
　今春闘でも見られたように各単組は、幅広い概念での賃金改善分を獲得していますが、｢賃金改善｣を中心とした取り組みが続くとすれば、賃金改善の内容を検証していく必要があります。また、特別一時金などで賃金改善をはかった組合もありますが、春闘を展開するなかでは、一時金に比べて社会的波及効果が高く、日常生活のベースともなっている月例賃金にこだわった取り組みがさらに重要です。さらに、一定程度の水準にある単組の賃金改善の考え方についても引き続き議論を深めていく必要があります。
　格差是正や賃金の底上げについては、絶対水準での取り組みが重要となってきており、そのための実態賃金の把握や賃金制度作りなどの取り組みが必要です。引き続き｢賃金実態調査｣への集約を徹底するとともに、｢フード連合賃金政策｣の活用をはかりながら格差是正と賃金の底上げに向けた取り組みを進めていくことが重要です。

(2) 一時金の安定確保　
　「成果・業績は一時金で」という企業側の姿勢が一段と鮮明になっており、企業業績の格差が一時金の獲得結果に表れています。こうした業績に応じた結果は一定の理解はできるものの、一時金の安定確保にとどまることなく、一時金と賃金引き上げを加えた総額が前年年収を下回らない取り組みが必要です。
　そのためには、｢6ヶ月を基本とし、平均4ヶ月を最低基準とする｣ことを基本に、今後とも一時金の要求実態・獲得実績や、成果の配分が一時金にシフトされてきている流れなどを踏まえながら要求の組み立てに対する組織内の議論を重ねていくことが重要です。また、年収の確保という観点から、年収についても連合のリビングウェイジの考え方などを参考に研究していくことも必要です。

(3) 時間外・休日労働の割増率の引き上げ
　08春闘で割増率の引き上げを労働界全体で取り組んだ意義は大きく、長時間労働を是正するためには、継続協議となった組合も含め、その必要性について経営側に粘り強く理解を求めていかなくてはなりません。そして、36協定の適正化や特別条項の見直し、労働時間管理の徹底など長時間労働の削減に向けた取り組みを通して、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた、連合の｢中期時短方針｣で確認した基本的な考え方に基づき、｢平日50％、休日100％｣の達成に向けて運動を展開していくことが重要です。
　そのために、春闘、もしくは通年の取り組みを通じて、フード連合の重点課題の｢総実労働時間の短縮と労働時間管理の徹底｣の取り組みを合わせて強化していきます。
(4) 最低賃金の協定化と水準の引き上げ
　企業内最低賃金協定は、労働組合にとって最も重要な協定であるととらえる必要があります。これまでの段階的取り組みから、水準目標や協定化する対象者を明記したことで、単組は取り組みやすくなったととらえています。しかし、最低賃金の重要性は理解されつつも、取り組んでいる単組はいまだ限定的であり不十分と言わざるを得ません。企業内最賃協定の協定化と水準の引き上げが、企業内の賃金の底上げにつながることや、法定の産業別最賃協定の申出要件、さらに地域別最低賃金･産業別最低賃金の改訂(引き上げ)・申出要件になるなど、今後もその果たす役割と重要性について、単組の理解を浸透させるとともに、さらなる水準の引き上げに向けて一層推進していく必要があります。
(5) パート等の組織化と処遇改善

　パート等の処遇改善については社会的にも重要な課題となっており、春闘での取り組みと通年の取り組みとして引き続き強化していく必要があります。また、連合の｢パート労働者の組織化と労働条件の均等・均衡待遇に向けた中期的な取り組み指針(2008年7月策定)｣を踏まえた取り組みを推進し、広がりのある運動を展開することが必要です。そのための意識喚起や組織化を通した処遇改善と実態把握などの取り組み、さらに、先進事例などの情報交換や情報開示など実効性ある取り組みとして組織内の議論を深めていくことが大切です。
2．重点課題について
　08春闘方針で｢その他の課題｣として提起した｢重点課題｣の中で、特に｢総実労働時間の短縮と労働時間の徹底｣の課題ついては、恒常的な長時間労働が社会的にも問題となっているなかで、ワーク・ライフ・バランスの実現の観点からも、統一要求課題の｢時間外・休日労働の割増率の引き上げ｣と合わせて取り組んでいくことが必要です。
　フード連合の2007年労働時間調査では、年間所定労働時間が2000時間以上の(法定上限)組合が104組合で全体の1／3を占めています。まずはこの2000時間以上の組合をなくしていくことが重要であり、そのための検討を行ないます。
3．情報開示と共有化について

　08春闘では、業種別部会での情報交換や取りまとめが密に行われるようになりました。一方、妥結結果の開示については、妥結結果を公表できない、タイムリーに報告できない組合があるなど、課題となっています。春闘での波及効果や相乗効果を高めるためには、情報の共有化が重要であり、単組の交渉経過や妥結結果の報告・開示への協力が不可欠です。

　引き続き情報開示や共有化について、組織内の議論を深めて意識を高めていくことが重要です。そして、各組合への支援体制の強化、業種別部会の共闘の強化といった観点を含め、業種別部会主導による情報収集についてさらに推進していくとともに、単組の一層の協力を要請します。

　また、賃金改善の取り組みには、賃金カーブの検証や絶対水準の把握など、賃金データの分析や比較・検討が重要であり、そのためにフード連合全体・業種別・単組の実態を示す正確な賃金データが必要です。しかしながらフード連合の賃金実態調査では、約100組合の集計にとどまっており、主要組合のなかにも個人別賃金実態の開示ができていない単組があるのが現状です。共闘としては、春闘時に産別へ結集するだけではなく、こうした基礎的な取り組みに対しても、積極的に協力していくことが重要です。
4．体制の確立と闘いについて

　｢ベアゼロ・賃金カーブ維持｣の春闘から｢ベア・賃金改善｣の春闘へと流れは変わりました。09春闘もこの流れを確かなものにしていかなくてはなりません。そのために、フード連合の結束力の強化と闘いの体制について、早い段階から検討して効果的な取り組みなどの議論を深めていくことが必要です。
　方針策定までの段階としては、09春闘を取り巻く情勢や連合方針・他産別の動向などを見極めながら、産別・業種別部会・単組で検討し、さらに春闘討論集会(11月27日～28日予定)を開催して議論を深めていきます。また、中小組合が参加しやすいように、交通の便等にも配慮した開催地の検討を行い、08春闘に続き未加入組合への参加呼びかけも行なっていきます。

　ヤマ場の体制づくりにあたり、相場の形成・波及効果を最大限に発揮するために、統一回答指定日に回答を引き出していくことは極めて重要です。しかし、08春闘では統一回答指定日(3月12日)に収拾した単組は11単組、ヤマ場(～3月14日)でみても33単組にとどまっており、共闘を意識した3年目のベア(賃金改善)春闘としては、不十分な取り組みと言わざるを得ません。
統一回答指定日に結集するためには、要求の策定から提出を含めた交渉スケジュールの早い段階での調整が必要です。09春闘に向けては、とりわけ主要組合は、自らが相場の形成・波及に果たす役割の重大さを自覚し、統一回答指定日に回答を引き出せるように、前倒しした取り組みを行なっていく必要があると言えます。

　連合の｢有志共闘｣には引き続き参加していくとともに、フード連合の｢先行組合共闘会議｣をさらに充実させ、交渉状況の共有化や交渉・戦術など参加組合の意識を合わせて連携を強めていく必要があります。
　08春闘で初めて行なった｢会社側への回答促進に向けた申し入れ｣については、提出した単組は限定的でしたが、春闘における労使の役割や情勢など会社と共通の認識にたって交渉に臨めたなど一定の成果がありました。単組の交渉が効果的に進むように今後とも会社側への申し入れなどを検討していきます。
　09春闘でも単組の交渉は難航すると思われます。今春闘では、一部の単組で効果をあげた36協定の締結拒否や36協定破棄通告なども含め、労働基本権にこだわった取り組みも重要な戦術だと考えます。そのためには、現行締結している年間の36協定の内容のチェック等も必要です。
　単組役員の世代交代が進むなかで、春闘のもつ基本的な機能が忘れられつつあります。時代や環境が変わっても労働組合の使命の第一義は労働条件の維持・向上です。春闘の役割、あり方、交渉・戦術などをもう一度、産別・業種別部会・単組で学習を深め共闘の効果をさらに高めていく必要があります。
　以上｢2008春季生活闘争のまとめ(案)｣とします。
[image: image4.emf]2008 年 3 月 17 日     ２００８ 春闘集中回答指定日を終えての談話   日本食品関連産業労働組合総連合会   事務局長   江森   孝至     １．３月 14 日、連合は 2008 春季生活闘争 ( 以下「 2008 春闘」という ) の第一のヤマ場を終えて、賃上げの 加重平均が 6,371 円であり、昨年と比べて同一組合で 259 円、 0.07 ポイント上回っていることを公表 した。そして、労働分配率の反転攻勢や内需拡大に対しては「十分なものとは言い難い」としながらも、 厳しい経済環境の なか での「各産別・組合で精一杯努力をしていただいた結果として評価したい」と コメントしている。     ２．フード連合も参加し、２年目の取り組みとなった「有志共闘」は、３月 14 日に報告のあった８産別、 44 組合の集計では、単純平均で昨年実績を 142 円上 回る 1,182 円の｢賃金改善｣を獲得することができ た。   昨年を上回る 1,100 円台の水準を引き出したことは、各産別・組合が責任を自覚し、使命感を強く 持って精一杯頑張った成果である。     ３．フード連合の３月 14 日現在の要求状況は、平均賃上げ （ 加重平均 ） で昨年を上回る 7,221 円 (2.6%) となっており、２年連続で 7,000 円を超える要求となったことは、 2008 春闘を闘う各組合の決意が表明 された結果である。   また、原材料価格の高騰等の なか で、フード連合本部としても、各組合の交渉を側面から支援す るため、春闘のヤマ 場に向けて、原材料価格の高騰を食品価格に適切に転嫁できるよう、流通関係 の産別や流通業界団体に対して要請活動を行うと ともに 、個別企業に対しては、文書で「申し入れ」 を行って、労働組合の主張に十分耳を傾け、評価に足る回答を求めてきた。     ４．３月 14 日現在のフード連合の回答・妥結状況は、ベア・「賃金改善」を獲得した組合が 11 組合、単 純平均で 991 円となっている。これは、昨年同時期と比べて額で 30 円上回っており、全体として昨年 水準を上回る回答を引き出している状況にある。さらに、３組合が時間外割増率の引き上げを、時給 の引き上げを中心としたパートの処遇改善の取り組みについては６組合が成果を獲得している。   こうした結果は、昨年の交渉経過を踏まえてさらに交渉を前進させると ともに 、経営側の結束に対 して、「共闘」を重視しながら粘り強い交渉を積み上げてきた闘いの成果であり、先行グループ組合の 精一杯の闘いに対して敬意を表するものである。     ５． 2008 春闘は、今週以降３月末に向けて第二のヤマ場を迎える。   未解決組合や中小組合に対しては、これまでの回答・妥結状況を踏まえ、昨年実績を上回る水 準を獲得した うえ で、さらに格差是正分や「賃金改 善」などの上乗せ分を獲得するよう交渉体制の強 化を要請すると ともに 、業種部会や大手組合に対しては、グループ組合や中小組合の賃金交渉に 対して支援体制をとることを要請する。         フード連合も、各組合の闘いを支援・強化するため、引き続き、的確な情報発信と相場の波及に 努めていく。                                                                                           ―以   上―  
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(1) 平均賃上げ方式

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 47 11750 276,539 6,079 2.20 34 10919 279,336 4,261 1.53 3,593 1.49

乳 業 31 8733 263,615 7,457 2.83 29 10931 278,271 5,382 1.93 3,390 1.47

水 産 冷 食 11 2959 277,542 6,528 2.35 10 2918 279,131 5,166 1.85 4,511 1.79

醤 油 味 噌 27 4062 290,463 8,183 2.82 27 4062 290,463 5,926 2.04 3,888 1.53

油 脂 調 味 料 2 1613 305,468 6,050 1.98 2 1613 305,468 5,971 1.95 5,980 1.96

糖 業 20 1148 275,098 8,007 2.91 13 876 287,634 6,046 2.10 5,356 2.01

製 粉 18 4019 287,734 7,264 2.52 19 4098 286,056 6,562 2.29 4,927 2.02

パ ン 20 11626 243,508 6,591 2.71 22 11780 242,954 4,010 1.65 3,131 1.44

菓 子 10 5146 316,548 8,210 2.59 13 7065 315,953 6,983 2.21 5,454 2.03

飲 料 ビ ー ル 17 7353 306,924 6,737 2.19 19 10064 309,951 5,958 1.92 5,082 2.11

酒 類 16 3104 288,224 7,954 2.76 17 3682 290,118 5,938 2.05 4,972 1.91

た ば こ 関 連 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 3 9684 340,109 3,791 1.11 3,559 1.21

流 通 食 品 18 2969 241,005 7,147 2.97 14 3038 242,403 4,555 1.88 3,118 1.34

全 体 237 64482 276,736 7,003 2.53 222 80730 288,802 5,144 1.78 4,148 1.68

主 要 300 人 以 上 49 49635 288,417 7,187 2.49 59 66764 299,320 5,367 1.79 5,123 1.82

そ の 他 300 人 未 満 188 14847 237,687 6,389 2.69 163 13966 238,521 4,075 1.71 3,795 1.64

1,000 人 以 上 14 31366 299,031 7,608 2.54 20 45729 310,309 5,503 1.77 5,554 1.83

999 ～ 300 人 35 18269 270,194 6,462 2.39 39 21035 275,429 5,072 1.84 4,902 1.81

299 ～ 100 人 55 9313 240,113 6,320 2.63 55 9456 242,248 4,286 1.77 4,193 1.76

99 人 以 下 133 5534 233,604 6,506 2.79 108 4510 230,704 3,632 1.57 3,593 1.57

(2) 個別賃上げ（Ａ方式）35歳

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

乳 業 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

水 産 冷 食 1 60 301,140 3,010 1.00 1 60 301,140 0 0.00 0 0.00

醤 油 味 噌 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

油 脂 調 味 料 1 2629 272,461 100 0.04 1 2629 272,461 100 0.04 100 0.04

糖 業 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

製 粉 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

パ ン #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

菓 子 1 275 272,200 5,200 1.91 1 275 272,200 1,500 0.55 1,500 0.55

飲 料 ビ ー ル 1 4500 366,200 1,000 0.27 1 4500 366,200 0 0.00 0 0.00

酒 類 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

た ば こ 関 連 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

流 通 食 品 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全 体 4 7464 329,197 854 0.26 4 7464 329,197 90 0.03 400 0.15

主 要 300 人 以 上 2 7129 331,631 668 0.20 2 7129 331,631 37 0.01 50 0.02

そ の 他 300 人 未 満 2 335 277,383 4,808 1.73 2 335 277,383 1,231 0.44 750 0.28

1,000 人 以 上 2 7129 331,631 668 0.20 2 7129 331,631 37 0.01 50 0.02

999 ～ 300 人 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

299 ～ 100 人 1 275 272,200 5,200 1.91 1 275 272,200 1,500 0.55 1,500 0.55

99 人 以 下 1 60 301,140 3,010 1.00 1 60 301,140 0 0 0 0

(3) 個別賃上げ（B方式）35歳(30歳標労を含む)

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

乳 業 1 3592 304,286 6,390 2.10 1 3592 304,286 4,700 1.58 4,700 1.58

水 産 冷 食 1 1750 287,300 8,300 2.89 1 1750 287,300 5,600 1.95 5,600 1.95

醤 油 味 噌 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

油 脂 調 味 料 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

糖 業 1 101 288,608 8,646 3.00 1 101 288,608 6,843 2.37 6,843 2.37

製 粉 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

パ ン #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

菓 子 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

飲 料 ビ ー ル #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 1 2273 332,512 6,750 2.03 6,750 2.03

酒 類 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

た ば こ 関 連 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

流 通 食 品 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全 体 3 5443 298,534 7,046 2.36 4 7716 308,543 5,536 1.79 5,973 1.98

主 要 300 人 以 上 2 5342 298,721 7,016 2.35 3 7615 308,808 5,519 1.79 5,683 1.85

そ の 他 300 人 未 満 1 101 288,608 8,646 3.00 1 101 288,608 6,843 2.37 6,843 2.37

1,000 人 以 上 2 5342 298,721 7,016 2.35 3 7615 308,808 5,519 1.79 5,683 1.85

999 ～ 300 人 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

299 ～ 100 人 1 101 288,608 8,646 3.00 1 101 288,608 6,843 2.37 6,843 2.37

99 人 以 下 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※労使確認のため要求を出していない組合、データ不足で集計不可能の組合などがあるため、要求・収拾組合数が集計表のようになります。

2008収拾

組合数

組合

員数

(加重平均) (単純平均)

算定

基礎額

組合

員数

算定

基礎額

業 種 名

2008要求

業 種 名

2008要求

(加重平均)

組合数

2008収拾

組合数

組合

員数

算定

基礎額

(加重平均)

算定

基礎額

(加重平均) (単純平均)

2008収拾

組合数

組合

員数

組合数

組合

員数



業 種 名

2008要求

組合数

組合

員数

算定

基礎額

(加重平均)

算定

基礎額

(加重平均) (単純平均)


[image: image2.emf](4) 取組状況から見た集計

組合数 組合数 組合数

265 9 231

4 0 4

4 0 4

273 9 239

※ 集計には労使確認を含む。

昨年対比(金額比較)

賃上げに取り組んだ組合→249組合、

組合数 ％

労使確認の組合→24組合、

142 63.1

取り組めなかった組合→14組合、

83 36.9

合計(報告組合)→287組合。

225 100.0

(5) 収拾状況(※定昇既知組合)

組合数 ％

62 44.3

※ベア要求→113組合。

75 53.6

※定昇(相当分)を確保した組合(％)。

3 2.1

(①＋②) 137 組合

0 0.0

97.9 ％

140 100.0

(6) 収拾額・率から見た規模別単組数集計　

（単位：組合）

1000人

以上

999～

300人

299～

100人

99人

以下

合計 ％

8000円以上 2 1 1 4 1.8

7000円 ～ 7999円 2 5 1 2 10 4.4

6000円 ～ 6999円 5 4 10 6 25 11.0

5000円 ～ 5999円 7 10 4 14 35 15.4

4000円 ～ 4999円 4 6 20 16 46 20.2

3000円 ～ 3999円 4 7 9 38 58 25.4

2000円 ～ 2999円 5 6 18 29 12.7

1000円 ～ 1999円 1 3 12 16 7.0

1円 ～ 999円 1 1 0.4

0円(賃上げなし) 2 2 4 1.8

合計 24 39 57 108 228 100.0

1000人

以上

999～

300人

299～

100人

99人

以下

合計 ％

3.0％以上 1 2 3 1.3

2.70％ ～ 2.99％ 1 1 2 0.9

2.50％ ～ 2.69％ 1 3 3 3 10 4.4

2.30％ ～ 2.49％ 4 7 6 4 21 9.2

2.00％ ～ 2.29％ 5 2 17 18 42 18.4

1.70％ ～ 1.99％ 4 12 4 14 34 14.9

1.50％ ～ 1.69％ 4 3 12 17 36 15.8

1.30％ ～ 1.49％ 3 2 15 20 8.8

1.00％ ～ 1.29％ 3 6 8 17 34 14.9

0％ ～ 0.99％ 3 6 17 26 11.4

合計 24 39 57 108 228 100.0

(7) 収拾額・率から見た昨年同組合比

(平均賃上げ方式)

収拾額 率 収拾額 率 収拾額 率 収拾額 率 額 率 額 率

食 肉

32 4,315 1.54 3,695 1.54 4,254 1.52 3,449 1.42 61 0.02 246 0.12

乳 業

28 5,393 1.94 3,404 1.47 5,604 2.00 3,568 1.54 -211 -0.06 -164 -0.07

水 産 冷 食

9 5,169 1.85 4,487 1.80 5,475 2.01 4,472 1.78 -306 -0.16 15 0.02

醤 油 味 噌

26 6,122 2.09 4,037 1.59 5,821 2.01 3,464 1.34 301 0.08 573 0.25

油 脂 調 味 料

2 5,971 1.95 5,980 1.96 5,606 1.84 5,608 1.84 365 0.11 372 0.12

糖 業

13 6,046 2.10 5,356 2.01 6,034 2.09 5,164 1.90 12 0.01 192 0.11

製 粉

19 6,562 2.29 4,927 2.02 6,434 2.24 4,827 1.97 128 0.05 100 0.05

パ ン

21 4,058 1.67 3,217 1.49 3,991 1.63 3,191 1.47 67 0.04 26 0.02

菓 子

13 6,983 2.21 5,454 2.03 6,756 2.12 5,255 1.96 227 0.09 199 0.07

飲 料 ビ ー ル

18 5,949 1.92 4,932 1.99 5,533 1.76 4,195 1.65 416 0.16 737 0.34

酒 類

17 5,938 2.05 4,972 1.91 5,935 2.06 5,174 1.99 3 -0.01 -202 -0.08

た ば こ 関 連

3 3,791 1.11 3,559 1.21 4,053 1.20 3,848 1.28 -262 -0.09 -289 -0.07

流 通 食 品

14 4,555 1.88 3,118 1.34 4,473 1.86 3,017 1.31 82 0.02 101 0.03

全 体

215 5,172 1.79 4,187 1.70 5,124 1.77 4,018 1.62 48 0.02 169 0.08

主 要 300 人 以 上

59 5,367 1.79 5,123 1.82 5,357 1.78 5,139 1.82 10 0.01 -16 0.00

そ の 他 300 人 未 満

156 4,186 1.76 3,833 1.65 3,967 1.67 3,594 1.54 219 0.09 239 0.11

1,000 人 以 上

20 5,503 1.77 5,554 1.83 5,497 1.77 5,530 1.83 6 0.00 24 0.00

999 ～ 300 人

39 5,072 1.84 4,902 1.81 5,052 1.83 4,939 1.81 20 0.01 -37 0.00

299 ～ 100 人

51 4,483 1.85 4,419 1.86 4,265 1.77 4,144 1.73 218 0.08 275 0.13

99 人 以 下

105 3,586 1.55 3,548 1.55 3,384 1.47 3,327 1.45 202 0.08 221 0.10

組合数



昨年実績、又は昨年実績以上だった組合

昨年実績を下回った組合

合計



平均収拾

(単純平均) (加重平均)



①ベア、賃金改善分確保

②定昇(相当分)のみ確保

③定昇(相当分)を確保できず

④賃上げなし

合計

業　種　名

個別B収拾



(単純平均)

2008春闘収拾 2007春闘収拾 昨年比

(加重平均) (単純平均) (加重平均)



収拾合計

個別B回答

平均賃上げ方式で取り組んだ組合

個別A方式で取り組んだ組合

個別B方式で取り組んだ組合

取組合計 回答合計

個別A収拾

平均回答

個別A回答
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(1) 2008年間一時金(夏冬型)、2008夏季一時金(夏冬型の夏分)集計

年間一時金(夏冬型)

組合数

加重平均 単純平均

組合数

加重平均 単純平均

年 間 月 数 125 5.40 5.20 96 5.21 4.65

年 間 金 額 41 1,365,483 1,284,143 42 1,592,704 1,319,746

夏季一時金(夏冬型の夏分)

組合数

加重平均 単純平均

組合数

加重平均 単純平均

夏 月 数 86 2.62 2.43 96 2.39 2.05

夏 金 額 53 686,948 576,422 67 695,026 524,792

(2) 取組状況から見た集計

組合数 組合数

8 年間収拾

1 夏だけ収拾

51 1 夏収拾

年間収拾

夏だけ収拾

217 10 収拾合計

昨年対比(金額比較)

組合数 ％

昨年実績、又は昨年実績以上だった組合 49 66.2

昨年実績を下回った組合 25 33.8

74 100.0

(3) 年間月数からみた要求,収拾集計

組合数 ％ 組合員数 ％ 組合数 ％ 組合員数

6 ヶ 月 以 上 50 40.0 13,585 41.0 8 8.3 7,408

5 ヶ 月 ～ 5.99 ヶ 月 37 29.6 15,147 45.8 30 31.3 18,441

4 ヶ 月 ～ 4.99 ヶ 月 30 24.0 3,147 9.5 40 41.7 10,710

3.99 ヶ 月 以 下 8 6.4 1,223 3.7 18 18.8 1,822

合計 125 100.0 33,102 100.0 96 100.0 38,381

(4) 年間月数からみた昨年同組合比

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

食 肉 14 3.99 4.14 3.93 4.06 0.06 0.08

乳 業 18 5.72 4.52 5.75 4.49 -0.03 0.03

水 産 冷 食 7 5.14 5.02 5.30 5.04 -0.16 -0.02

醤 油 味 噌 4 5.68 4.03 5.64 3.85 0.04 0.18

油 脂 調 味 料 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

糖 業 10 5.05 5.41 4.95 5.19 0.10 0.22

製 粉 11 5.54 4.78 5.50 4.71 0.04 0.07

パ ン 2 4.45 4.38 4.46 4.40 -0.01 -0.02

菓 子 10 5.12 5.05 5.19 5.10 -0.07 -0.05

飲 料 ビ ー ル 7 5.43 5.08 5.39 5.09 0.04 -0.01

酒 類 7 4.91 4.75 4.96 4.84 -0.05 -0.09

た ば こ 関 連 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

流 通 食 品 6 4.91 3.51 4.62 3.43 0.29 0.08

全 体

96 5.21 4.65 5.20 4.60 0.01 0.05

主 要 300 人 以 上

29 5.31 5.08 5.31 5.09 0.00 -0.01

そ の 他 300 人 未 満

67 4.54 4.47 4.47 4.39 0.07 0.08

1,000 人 以 上

12 5.42 5.41 5.41 5.39 0.01 0.02

999 ～ 300 人

17 5.00 4.85 5.03 4.88 -0.03 -0.03

299 ～ 100 人

18 4.43 4.28 4.37 4.28 0.06 0.00

99 人 以 下

49 4.69 4.53 4.60 4.43 0.09 0.10

31 業績連動で取り組んだ組合

回答合計



2008要求



夏季のみ取り組んだ組合

（夏冬型の夏分）

135

2008要求

夏冬型年間で取り組んだ組合

100.0

昨年比

組合数

2008春闘収拾 2007春闘収拾

2008収拾

年間回答

夏だけ回答

2008収拾

19.3

48.0

27.9

4.7

6

161

夏回答

％

組合数



(収拾)年間月数

取組合計



90

12

44

9

業　種　名



合計

(要求)年間月数

年間月数


[image: image5.emf]200 8 年 4 月 2 日   2008 春季生活闘争４月段階のたたかいに向けて   日本食品関連産業労働組合総連合会                                                       事務局長     江森   孝至                                                                                労働局長     栗田   博   １．連合は、 3 月 31 日に第 3 回賃金改定集計（ 3 月 28 日）を発表した。平均方式で 5,942 円、 1.97 ％（昨年比 ＋ 15 円、＋ 0.0 3 ％）となっている。妥結した同一組合比では、平均方式で、 6,020 円、 2.00 ％、額で 177 円 、 率で 0.06 、個別 35 歳 A 方式で 引き上げ 額 1,079 円、 208 円と 昨年を上回っている 。 連合「中小共闘」の第 2 回集計結果（ 3 月 28 日）では、妥結した同一組合の単純平均の全体で 236 円、 製造業が 224 円、商業流通が 526 円、交通運輸が 122 円、その他で 295 円上回っている。妥結組合の 64.5 ％が目安としていた賃金カーブ確 保相当分（ 4,500 円）以上を獲得し、昨年同時期の 61.6 ％を 2.9 Ｐ上回った。妥結水準は、 2004 春季生活闘争 での「中小共闘」発足以降、 引き続き 最も高いレベルにあり、確実に前進していると評価している。   以上のような状況をふまえ、連合中小労働委員会は、 4 月段階のたたかいに向けた妥結基準 の設定 について、 第 4 回中小労働委員会（ 中小共闘センター ）確認事項 として以下の確認を行った。   （１）設定の考え方について   これまでの闘争経過、「 月例賃金の改善にこだわる 」 こと、 などを確認した中小共闘方針を踏まえると とも に 、 格差を是正し 相場形成と波及 を 継続させるため、中小共闘センターとして妥結基準を設定する。   （２）妥結基準   ①昨年を上回る 賃金改善分の獲得をめざす。   ② 昨年妥結実績に 500 円以上の上積み、または定期昇給相当分含む賃金 引き上げ 5,500 円以上とする。     ２．フード連合の 3 月 31 日 集計の 回答状況は、収拾組合は 67 組合（昨年 63 組合）、平均方式で昨年の同一組合 比 ( 加重平均 ) では 5,236 円、 1. 77 ％と額で 51 円下回っているが、 300 人未満では、 3,912 円と、 1.49 ％と額で 44 円上回っている。ベア・賃金改善を獲得した組合は、 28 組合（昨年 20 組合）と昨年同時期に比べ 8 組合多 く、単純平均で 665 円、加重平均で 551 円と 500 円以上のベア・賃金改善を獲得している。     ３．４月段階のたたかいについては、これまでの収拾結果と 交渉 経過を踏まえ、 未解決組合は、 前年実績を上回 る 賃金改善 を目指し粘り強い交渉を展開する。 そのために、下記の妥結基準の目安を設定する。   「昨年妥結実績に 500 円以上の上積み 、または定昇（相当分）込み 5,000 円以上の獲得をめざす」こととする。   未解決組合の早期決着に向けて、 別添の「 2008 春季生活闘争解決促進の申し入れ」文書を会社に要請する など 、 労使交渉が要求を踏まえた解決ができるように粘り強く交渉を展開する。   今後、本部からの定期的な情報発信と、個別組合ごとに支援・フォロー体制を強化し、業種別部会、地域・ ブロックと連携しながら、きめ細かな支援体制をおこなっていく。     ４． 賃金改善以外の統一要求課題 については、① ｢割増率の 引き上げ ｣ は 59 組合が取り組み、 25 ％から 30 ％に引 き上げるなど 2 組合が割増率の改善をしている。② ｢最低賃金の協定化｣ は 27 組合が取り組んでおり 、 11 組合 が一定の成果を出している。③ ｢パートの組織化と処遇改善｣ は 、 42 組合が取り組んでおり、時間給の 引き上げ や休日の見直しなど 一定の 成果を出し 12 組合が 収拾 している。   今後、未解決組合は、賃金 引き上げ 以外の要求課題についても、   何らかの成果を引き出すよう粘り強い交渉をおこなう。   そのためには、継続交渉を含めゼロ回答で終わることなく、何らかの具体的回答を引き出し、納得 する結果が 得られるまで、あきらめることなく全力 を尽く す 。   フード連合本部は、 引き続き 解決組合の状況を集約・公表し、未解決組合への波及に努める。         以上    
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第10回中央執行委員会／2008.7.17
2008春季生活闘争のまとめ
＜はじめに＞
①　連合は、格差社会からの脱却をめざし、賃金の底上げと格差是正に結びつく賃金改善、非正規労働者の処遇改善や正社員化、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた労働時間の短縮、割増率の引き上げ等に取り組むことを2008春季生活闘争方針として決定し、労働分配率の反転攻勢をめざし総力を挙げて闘争を推進してきた。同時に春季生活闘争の役割は、社会的な分配のあり方に労働組合として積極的に関与し、内需拡大などマクロ経済への影響力を発揮することにあり、マクロ的には労働側に実質１％以上の配分の実現をめざし、経済成長に見あった配分の追求を通して、非正規労働者を含むすべての勤労者への適正な成果配分を実現するとの基本的な考え方を確認し闘争に臨んだ。
　
②　賃金の底上げと格差是正の具体的取り組みは、中小共闘、パート共闘を中心に方針を決定し取り組みを進めた。中小共闘は、初の試みとして年齢別ポイント別に「到達すべき水準値」を参考として示し、平均賃上げだけではなく水準も重視し取り組みを推進した。パート共闘は、時間給の改善目安として、絶対額1,000円程度、引き上げ額は昨年を上回る25円程度としたのをはじめ、改正パート労働法を上回る処遇改善として、正社員転換制度の導入や通勤手当の改善等について決定し積極的に闘争を進めた。
　
③　一方、日本経団連は、経労委報告の中で日本の安定成長にとって企業と家計を両輪とした内需主導の経済構造の実現が必要としながら、可処分所得の低下や深刻化する格差問題について言及せず、規制改革の必要性、国際競争力の強化、総額人件費の抑制に終始した。
④　交渉を取り巻く環境は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な景気の先行きに対する不透明感から、年明け以降、株安、円高（対ドル）が続きその悪影響が懸念された。さらに、原油高、原材料高が続きその影響は、企業経営を圧迫し消費者物価を上昇させることとなった。企業の収益予想は一部で下方修正が言われたものの、全体として2007年度も増益を維持するものであった。
こうしたなかで、内需型経済の構築の必要性が叫ばれ、賃金改善を通じた消費拡大の取り組みは、これまで以上に社会的にも注目を集めた。ヤマ場の前には福田総理大臣も日本経団連に対し異例ともいえる賃金改善の要請を行った。しかし、日本経団連は「余力のあるところは賃上げに配慮」すべきとしたものの、一方で「業績による」として全体の賃上げには否定的な見解を示した。
⑤　消費者物価上昇率は、生活必需品である食料及びエネルギー関係を中心に上昇し、2007年度は対前年度比0.4％の上昇となり、これまでの医療費の負担増や定率減税廃止などともに低所得者層を中心に生活を直撃する状況となった。物価上昇に対して連合は、政府に原油価格高騰に対する緊急対策の申し入れを行ったほか、当面の方針（その２）の中で物価上昇が生活に与える影響等について言及し、交渉上の留意点として問題を喚起した。
⑥　連合は、連合総研と共同で2007年９月に「中小企業における取引関係に関するアンケート調査」を実施し、大企業と中小・零細企業における不適正な取引実態が労働条件の改善に悪影響を及ぼしていることを確認した。この結果をもとに連合は、４月に「中小企業の公正取引の確立に向けた連合の取り組み方針」を決定し、今後の労働組合の運動に対する基本的考え方をまとめるとともに、政府、経営者団体に対し要請を行った。今後、地方連合会も同様に地域における要請行動等を行っていく。
　
⑦　第166国会に提出された労働三法のうち継続審議となっていた改正労働基準法案は、交渉が経過するとともに成立を望む声がより強まったものの、第169国会においても審議未了のまま現在に至っている。
Ⅰ．2008春季生活闘争の結果と評価について
１．政策・制度要求の実現に向けた2008年春の取り組み
連合は、2008年春の取り組みにおいて「ＳＴＯＰ！ＴＨＥ格差社会キャンペーン第２弾」を展開し、「格差是正のための法整備等」「誰もが安心して暮らせるための社会的セーフティネットの整備」「新しい公共の確立」を重点的に取り組んだ。また、緊急対策として「原油高緊急対策」「非正規労働者等への支援」「自動車関連諸税の暫定税率廃止」にも取り組んだ。これらの重点・緊急課題の取り組み概要は以下の通り。
(1) 格差是正のための法整備等
全雇用労働者の３分の１が非正規労働者となり、非正規労働者が置かれている厳しい状況を改善することの重要性が高まっている中、重大事故の発生、労災隠しやデータ装備費問題等もあり、労働者派遣制度のあり方がクローズアップされた。
①　最低賃金の引き上げ
成長力底上げ戦略推進円卓会議で「中小企業の生産性向上と最低賃金の中長期的な引き上げの基本方針」がまとめられた。賃金の底上げ、あるいは「生活できる水準への引き上げ」、「５年で高卒初任給の平均まで引き上げる」等の観点からは不十分であり、不満の残るものとなったが、当面５年間の目標として「高卒初任給」がめざすべき水準として明記されたことや、絶対額水準による最低賃金の議論を行うことが可能となったという点で前進したものと評価できる。
②　労働者保護視点での派遣法改正
連合は、「労働者派遣法改正に関する連合の考え方」(2007.9.13確認)に沿い、労働者保護の視点での派遣法改正を審議会において求めてきた。構成組織・地方連合会では、集会・学習会の開催、地方連合会では街頭宣伝活動を継続的に実施してきた。しかし、労使の意見の隔たりが大きく2008年通常国会への法案提出は見送られた。今後は厚生労働省の研究会報告が7月末に取りまとめられた後に、審議会において日雇い派遣の禁止等にとどまらない実効性のある労働者派遣法改正に取り組んでいく。
③　時間外労働の割増率の引き上げ（労働基準法改正）
昨年の第166通常国会に提出された労働基準法改正案(時間外労働の割増率の引き上げ等)は、第169通常国会においても継続審議となった。連合は、2008年秋の臨時国会での成立に向けた取り組みを進める。なお、労働基準法に関しては、いわゆる「名ばかり管理職」の問題が社会問題となった。連合は、厚生労働省に対して労働基準法上の管理監督者に関する理解促進に向けた周知および指導監督を要請するとともに、学習会の開催やリーフレットの作成・配付を行った。
④　障害者雇用促進法改正への対応
「短時間労働を雇用義務の対象とする」「中小企業も障害者雇用納付金制度の適用とする」等を内容とした障害者雇用促進法改正案が第169通常国会に提出されたが、衆議院で継続審議となった。連合は法改正に向け、２月に障がい者雇用シンポジウムを開催した。
⑤　地域力再生機構法案への対応
地域力再生機構法案について、連合は法案に賛成の立場で強力に国会対策を行ったが、継続審議となった。中小企業・地場産業、地域経済の回復は急務であり、本法案を必要としている企業や事業体は少なくないことから、次期臨時国会での成立をめざし取り組みを強化する。
(2）誰もが安心して暮らせるための社会的セーフティネットの整備等
①　信頼ある社会保障制度の確立
この間、政府が進めてきた社会保障費抑制、「負担増と給付削減」は、すでに限界にきており、産科・救急・地域医療等の深刻な医師府不足、介護従事者の低賃金等による人手不足、非正規・不安定雇用労働者の増大による国民年金や国民健康保険の保険料未納・無保険者の増大、増加する生活保護の受給抑制、10年連続の自殺者３万人超など様々な歪みを生じさせている。いわば、社会的セーフティネットが機能不全に陥っている。
そのため、連合は、「積極的雇用政策と社会保障政策の連携による社会的セーフティネットの再構築」、「非正規労働者等への社会保険適用」、「社会保障給付2,200億円抑制の見直し」等を基調に、社会保障関連の法案・国会対応、政府・政党要請、審議会対応、大衆行動等を展開してきた。
2008年の診療報酬改定では、全体のマイナス改定のなか産科・小児科・勤務医対策への重点配分で医科本体はプラス（0.38）改定となった。政府の「社会保障国民会議」の中間報告で、非正規労働者の雇用安定や社会保険の適用拡大など社会保障の機能強化に重点を置く視点が示されている。また、「2008骨太方針」では、「重要課題実現（医師不足対策、後期高齢者医療の負担軽減、介護の人材確保、少子化対策等）のため、一般会計、特別会計の歳出削減で対応する」と明記されるなど、連合をはじめ各種団体、世論、与党内部からの強い意見をあって、政府としても、社会保障の機能低下を認めざる得ない状況にある。
また、参議院での与野党逆転の政治状況により、民主党など４野党が参議院に提出した「後期高齢者医療の廃止法案」が、参議院で可決・通過し、衆議院で継続審議となっている。一方、政府・与党としても、保険料負担の据え置く・軽減措置を実施せざるを得なくなった。2,200億円抑制策である政管健保の国庫負担削減法案も次期臨時国会での継続審議となっている。
今後、社会保障国民会議の最終報告とりまとめに向けた取り組みの強化。さらに「社会保障費2,200億円削減」反対、非正規労働者を含めたセーフティネット強化に向け、継続扱いとなった医療、年金関連法案の取り組みなど、各種団体との広範な連携による運動展開が必要である。また、与野党の共同法案として成立した「介護人材確保法」を踏まえた介護労働者の待遇改善、年金記録の確認活動の取り組みを行っていく。
なお、「後期高齢者医療制度」については、廃止後の医療制度のあり方について、民主党（医療保険の地域一元化）と連合（「突き抜け」による国保と被用者保険の２本建て）との政策調整が必要となる。
②　不公平税制の是正
消費税の引き上げについては、連合は政府税制調査会で「消費税増税ありきの考え方には反対」の主張をしたものの、昨年末の答申には社会保障の安定財源として引き上げを示唆する内容が盛り込まれた。政府や与党の一部には、来年度の消費税増税に慎重な発言もみられるが、連合としては、「消費税増税ありき」の税制改正に反対するとともに、税の所得再分配機能を回復させる税制改革の実現をめざしていく必要がある。
自動車関係諸税（道路特定財源等）の暫定税率廃止については、連合は、民主党等と連携し、署名活動や国会前座り込み行動、全国での街頭宣伝、政党主催のシンポジウムへの参加等に取り組んだ。結果として、３月末に暫定税率が期限切れとなったものの、４月末の衆議院での再議決により、５月から暫定税率が復活した。これと同時に2009年度からの一般財源化が閣議決定されたが、一般財源としての課税根拠やそれに伴う自動車関係諸税の見直し、税率など具体的な姿は提起されていない。連合は、引き続き暫定税率の廃止を求めていくとともに、暫定税率廃止後の特定財源の在り方や「一般財源化」について検討する。
継続運動課題である「確定申告・還付申告」の取り組みについては、学習用器材として「あなたの税金計算シート」をリーフレット、インターネットの各媒体で作成、構成組織、地方連合会では学習会の開催を行うなど運動を展開した。また、連合ホームページにおいて「領収書をもらおう運動」と連携した情報発信を行った。
(3) 「新しい公共の確立」
６月に可決・成立した国家公務員制度改革基本法にもとづき、７月には国家公務員制度改革推進本部が設置され、３年以内に関係する法整備が進められることが確認された。連合は、６月に国民的な合意の形成をめざし、「公務員制度改革に関する緊急シンポジウム」を開催した。今後、法改正と同時に運用を含めた実効性があがるよう改革の行方を注視する必要がある。
労働基本権については、新たに設置される「労使関係制度検討委員会」やそれを受けての法案化などに対応にして取り組む必要がある。
また、民主党は次期臨時国会で「公共サービス基本法案」の成立をめざしている。連合としても、組織内での法案の周知や検討を行い、成立に向け取り組む必要がある。
(4) 原油高緊急対策
　　12月28日に首相官邸に原油価格高騰に対する緊急対策を求める要請を実施したが、連合の求める国庫負担による生活困窮世帯に対する灯油値上分相当の助成は実現しなかった。一方、地方連合会による各自治体への要請行動を行った結果、一部の自治体においては福祉灯油制度が新たに導入された。
原油価格高騰は依然として終息する気配が無く、国民生活への影響拡大が懸念される状況にある。今後、最大需要期に向けた福祉灯油制度のさらなる拡充等が求められる。また、物価高対策ともあわせて補正予算対応も必要である。
(5) 非正規労働者等への支援策
非正規労働センターＷｅｂサイト「フェアワーク つながるネット」を２月に開設し、非正規雇用問題に関する連合の取り組み等の情報を発信するとともに、アンケートなどを通じた実態把握に取り組んでいる。
改正パート労働法の遵守、違法派遣の一掃や派遣労働者の正規雇用化、非正規雇用労働者の社会・労働保険の適用など、非正規雇用労働者の待遇改善に関する要請を、３月に日本経団連、日本商工会議所、全国中小企業団体中央会、人材派遣協会に対し行った。
また、５月にはＧ８労働大臣会合の開催に合わせ、「Ｇ８労働大臣会合プレイベント～ディーセント・ワークを求めて～」を開催した。
各地方連合会・地協においては、「集中労働相談ダイヤル」（２・６月）、「非正規雇用問題を中心としたキャンペーン行動」（５～６月中心）に取り組んだ。
(6) Ｇ８サミットおよび各関連会合への対応
Ｇ８サミットおよび関連会合の日本での開催に伴い、５月11～13日にＧ８諸国労組指導者らが参加してのレイバーサミットを日本で開催し、拡大する経済・金融危機への対応や公正な分配等を中心に、Ｇ８労働大臣との協議や、福田首相への要請を行った。
２．賃金をはじめとする労働条件の取り組み
　
(1)　今年の闘争は、社会的な分配の歪みの是正、内需拡大による安定成長の実現、さらには格差是正、底上げを行うという観点から闘争を進めた。一方、経営側は、内需主導の経済構造の実現が必要としながら、「国際競争力の維持」「月例賃金の改善は固定的なコスト増」や「成果配分は一時金で」などを主張し、大局的な判断にまで踏み込もうとせず交渉は難航した。しかし、連合全体で昨年を上回る賃金改善による「社会的相場形成」「内需拡大による安定成長」をめざし交渉を展開した産別の努力が、結果に結びついたものといえる。
しかし、今次闘争においてめざした社会的分配を是正する観点から見れば、労働分配率の反転や分配の歪みの是正、可処分所得の増大までの成果を引き出したとは受け止められず、不十分な結果と言わざるを得ない。
(2)　賃金改善の結果は、交渉環境が激変する中で昨年比マイナスとなった組合もあったが、概ね昨年と同額もしくは昨年を上回る結果となった。この結果は、「昨年を上回る賃金改善の実現（３月４日　当面の方針その４）」という確認内容に沿ったものである。年明けから日々厳しくなる経済環境の中で、こうした結果を引き出すことができたのは、３月12日～15日までの最大のヤマ場において、飛躍的に多くの回答を引き出した産別や新たな共闘の努力の結果であり、社会的相場形成に一定の役割を果たした。また、３年連続賃金改善を行い、その流れを定着させたことは、今後の運動につながるものといえる。しかし、９年連続で平均賃金が低下している中で、その低下傾向に歯止めをかけることができたかなど、賃金水準そのものについて検証が必須であることは言うまでもない。
	最終妥結結果（昨年同一組合比較・７月２日）
35歳・個別Ａ　　653円（0.19％）昨年比　＋189円　＋0.06ポイント
30歳・個別Ａ　　948円（0.34％）昨年比　＋134円　＋0.05ポイント
35歳・個別Ｂ　5,536円（2.00％）昨年比　＋385円　＋0.14ポイント
30歳・個別Ｂ　5,470円（2.24％）昨年比　－266円　－0.12ポイント
平均賃金方式　5,624円（1.91％）昨年比　＋149円　＋0.04ポイント
（注）平均賃金方式は加重平均（約226万人）。


(3)　中小共闘の集計結果も、昨年を上回る結果となった。中小共闘は５年目を迎え、発足以来、成果を引き出している。（７月９日の中小労働委員会の論議を経て掲載する）
	中小共闘妥結結果（７月２日現在・単純平均）
3,450組合　4,026円（1.66％）　昨年比　＋104円　＋0.05ポイント


(4)　３年目をむかえたパート共闘は、新たに重点的項目の設定や個別賃金の情報交換などに取り組むと共に、成果の波及効果、運動の連続性を考慮し、はじめて最大のヤマ場である３月14日に第1次妥結状況(個別単組)を発表した。
その結果、待遇改善に取り組んだ組合は昨年より微増だったものの、時間給や人事諸制度の改善要求した組合は大幅に増加するなど、内容がより充実した闘争であった。
　　　時間給の引き上げは、昨年をわずかに上回る結果であるが、パート共闘参加産別・単組が個人消費の影響を強く受ける内需産業中心であることを踏まえれば、厳しい環境の中で精一杯頑張った結果といえる。また、この時間給の引き上げに対する、最賃の引き上げの効果については今後精査していく必要がある。さらに、改正パート労働法の活用の一環として設定した、重点的項目である正社員への転換制度などは多くの組合で前進し、重点的取り組みを進めた成果といえる。
　　　組織拡大にも積極的に取り組み、今期も141組合で26,548名の拡大であった。
(5)　労働時間短縮の取り組み（要求）をした組合と、適正な時間管理についての労使交渉を要求する組合は増加し、時短の成果をあげた組合は416組合となった。要求組合の増加は、長時間労働の是正や不払い残業撲滅に対する取り組み、労働時間管理の徹底など、ワーク・ライフ・バランス実現に向けた取り組みの広がりといえるが、引き続き、長時間労働の是正に向けた取り組みの強化が必要である。
長時間労働是正のため割増率の引き上げに取り組んだ割増共闘（16産別）は、15年ぶりの取り組みのなかで、一部の組合とはいえ前進回答を引き出したことは、今後の運動展開への下地づくりになったと評価できる。一方、多くの組合で継続協議となった。このことは、割増率に対する受け止め、長時間労働是正の施策の違いなど労使の見解に大きな隔たりがあったためであるが、今後、粘り強く取り組みを展開する必要がある。これから交渉予定の産別もあり、その結果を踏まえ、労働時間に関わる具体的な運動推進につなげていくこととする。
(6)　企業内最低賃金協定を締結した組合数は、３月～４月にかけて増加したものの、最終集計では、1,117組合となった。３月～４月にかけての増加は、企業内最低賃金（協定）が企業内における賃金の底上げとなることや、法定の産業別最低賃金の申し出要件になるなど、その果たす機能と役割の重要性について理解が進んだ結果といえるが、今後さらに理解を深めることと協定化の促進が必要である。
(7)　次世代法の企業行動計画の進捗状況の点検を行った組合は、昨年に比べ倍近い伸びとなった。また、女性の賃金・処遇改善についての取り組みを行った組合は、昨年に比べ増加したものの、わずかな組合にとどまった。
(8)　総務省・人事院は、公務における臨時・非常勤職員の実態把握を行い、処遇改善については勧告時に指針を示すこととなった。公務員や国営関係部会の一部の組合と民間の中小労組の一部に未解決の組合が残されており、早期解決をはかる必要がある。連合は、引き続き未解決組合に対し、産別・地方連合会と連携して支援を行っていく。
Ⅱ．2009春季生活闘争方針の策定に向けた課題
(1)　2009春季生活闘争の環境は、景気は踊り場あるいは下降局面と言われる中で生活必需品を中心に物価上昇が鮮明になり、労働者生活はさらに圧迫されているもとで闘争を推進する可能性が大きいと認識する。連合は、これまでの格差是正や底上げに向けた運動の基本的な考え方を引き続き堅持するとともに、生活防衛、未組織労働者や非正規労働者への波及方法など、さらには労働組合として社会的役割を含め議論を深めながら方針策定に臨んでいく。
(2)　連合の方針に対しては、昨年もそのあり方をめぐって議論された経過がある。意見は、概ね２つに大別される。一つは、2001年の整理にもとづき、連合はマクロの基準の提示と調整を行い、産別は産別自決による妥結と結果の情報開示を行うべきとする意見であり、二つ目は消費者物価も当時と変わっており、ベアを含めた賃金改善を明確に示すことにより産別方針につながる提起をするべきであるとの意見であった。これは運動の最重点課題を格差是正や労働条件の底上げに置き、労働者生活の改善を通じて消費の拡大をはかり、内需主導の自立的な成長を確立すべきとの運動について共通認識に立っているものの、その実現にそれぞれがどのような役割と責任を負うべきかの議論であったと受け止める。運動推進そのものに関わる重要課題であり、今後、連合としての役割について改めて検討する。
　
(3)　具体的な方針策定に向けた論点としては、消費者物価上昇率と実質賃金の確保、幅をもった処遇改善として賃金改善が果たしてきた役割と、個別賃金水準の引き上げ、情報開示と波及効果などが考えられる。また、格差是正、底上げをはかる観点から、一時金に比べ社会的波及効果の高い月例賃金の引き上げに取り組むが、同時に個別賃金水準を重視した取り組みを進めていく。年齢別最低賃金の設定については、策定予定の新賃金政策（仮称）の討議も含めて検討を行っていく。また、このなかで、賃金の波及効果や労働市場の変化など様々な環境変化を踏まえ、連合としてどのような役割を担い、闘争全体を推進していくべきかなどについても検討を進める。
(4)　連合は、今次闘争において全労働者を対象とした処遇改善の取り組みを行うことを提起した。現時点では、パート労働者の待遇改善に取り組んだ組合の把握しかできていないが、その結果は昨年比で微増であり、今後調査の方法も含めて取り組みの強化に向けた検討を行っていく。
(5)　中小企業に働く労働者の賃金格差を是正していくためには、それぞれの企業内における賃金実態を的確に把握し、その分析にもとづき具体的に交渉を行っていく必要がある。引き続き中小共闘（中小労働委員会）を中心に、取り組み強化に向け検討を進めていく。
　　取引改善のために労働組合として何をすべきかについては、中執（４月17日）で確認された「中小企業の公正取引の確立に向けた連合の取り組み方針」にもとづき、労働組合として問題意識をもちながら取り組んでいく。同時に公契約の取り組みについても、中執（６月19日）で確認された「公契約に関する連合見解と当面の取り組み」にもとづき、産別、地方連合会と連携をとりながら、公契約法の制定や条例化など取り組みを強化していく。
(6)　今後のパート共闘は、2009春季生活闘争も継続することを前提に、取り組み課題の重点化や相場形成、波及効果のための集計・発表のあり方と共に、地域相場の形成にむけた地域での情報交換の「場づくり」を検討していく必要がある。また今期確認した中期的取り組み指針（ガイドライン）も踏まえ、これまで以上に産別・単組への運動の拡がりを図りながら、ひとつひとつの課題に着実に取り組み、そしてこれまで以上に着実に成果を積み上げる「パート共闘会議」へと進化させていかなければならない。さらに、組織拡大についても、パートタイム労働者等の総人数を考えれば、まだまだ緒についたばかりであり、より一層の取り組み強化が必要である。
(7)　企業内最低賃金は、企業内賃金条件の底上げや均等待遇にもつながる取り組みであり、今後も協定の締結を一層推進していく必要がある。また、協定額を引き上げ法定最低賃金の引き上げに連動させるとともに、新設の取り組み強化によって協定適用対象労働者数を拡大させ、より存在感のある法定産業別最低賃金をめざしていく。
　　また、５年を経過した連合リビングウェイジの見直しを進め、その内容と位置づけについて検討、整理を行っていく。
(8)　ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、長時間労働を是正する取り組みは不可欠である。今後に向けては、労働時間の短縮に強力な取り組みが必要であり、中期時短方針（最低到達目標）の具体化に向けた検討も合わせて行う。同時に不払い残業の撲滅、労働時間管理の適正化等にも取り組んでいく。
(9)　割増共闘としては、長時間労働を是正するには割増率改善に向けて取り組みを継続していく必要があると考える。そのためには継続協議となった組合も含め、その必要性について経営側の理解を求めていくとともに、３６協定の適正化や特別条項の見直し、労働時間管理の徹底についても、その実現のための一つの手段として、粘り強い取り組みを展開していかなければならない。
今次闘争の経過を踏まえ、引き続き継続審議となっている改正労働基準法の国会対応を強化するとともに、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、中期時短方針で確認した基本的な考え方にもとづき、「平日50％、休日100％」の達成に向けて運動を展開していくことが重要である。
(10) 女性の賃金・処遇改善についての取り組みで成果をあげた組合はわずかであった。男女間の賃金格差は、雇用管理や雇用形態など様々な要因が考えられる。このため、賃金分布の実態把握による課題の克服に向けた通年的な取り組みを行っていくが、さらに前進をはかるため、男女平等推進委員会で具体的な方針の検討を行い、連合全体で取り組みを進めていく。
(11) 労働基本権については、産別ごとに対応の違いがある。しかし、その権利については、労働組合に与えられたものであり、それにこだわる取り組みが必要である。
以　上
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